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取 材 に応 じるハ ー バ ー ド大 学 ラ イ シ ャ ワー 日 本 研

究 所 長 の メ ア リ ー ・ ブ リ ント ン氏 = 東 京 都 千 代 田

区 、 佐 藤 達 弥 撮 影

労働ファーストの日本が人口減を止めるには　ハーバード大教授

の提言
有料記事

聞 き 手 ・ 佐 藤 達 弥 2 0 2 3 年 1 月 2 2 日  1 0 時 0 0 分

　日本の 人口減少 が止まりません。 総務省 が発表した

昨年12月の概算値は1億2484万人で、ピークだった2008

年の1億2808万人から300万人以上減りました。 岸田文

雄 首相は年頭の記者会見で「異次元の 少子化対策 に

挑戦する」と表明しましたが、どうすれば人口減に歯止め

がかけられるのでしょうか。米ハーバード大学ライシャワ

ー日本研究所長で、日本の社会や 労働市場 を研究す

るメアリー・ブリントン同大学教授（社会学）は、日本の

「労働ファースト」をどう変えていけるかが大事だと指摘し

ます。

なぜ、日本では子育てがしにくいといわれるの

か。ブリントン教授が働き方の面から解き明か

します。後半では、問題の解決につなげるた

めの「過激な提案」も語っています。

　―― 世界銀行 の20年のデータによると、日本で1人の女性が生涯に産む子どもの数を示す 合計特殊出

生率 は1.3。先進国でつくる 経済協力開発機構 （OECD）に加盟する38カ国のうち、下から4番目の低さで

す。なぜ、こうなっているのでしょうか。

　日本の 内閣府 が21年に公表した「少子化社会に対する国際意識調査」の報告書を見てみましょう。日

本、 フランス 、 ドイツ 、 スウェーデン で、20～49歳の男女各千人以上に「自国が子どもを産み育てやすい

国だと思うか」と聞いたところ、日本では「そう思う」と答えた人の割合は38.3%にとどまりました。77.0%～97.1%

だったほかの3カ国と比べ、多くの人が子どもを育てにくいと考えているのが現状です。
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「人間ファースト 」ではない日本

　――なぜ、日本では子どもを育てにくいと感じられるようになってしまっているのでしょうか。

　原因の一つは、日本の 長時間労働 です。私の研究チームは12年に、当時20代半ばから30代前半だっ

た日本人の男女80人以上を対象にインタビュー調査をしました。回答してくれた人に対し、19～20年に追跡

調査もしています。

　私が日本でインタビューした人の大半は、 高等教育 を受け、東京や大阪で働いている人たちでした。男

性の大部分は長時間労働で、夜の8時、9時になっても家に帰ることができないと言っていました。

　日本の家庭は共働きが多数派です。夫が長時間労働をしている場合、妻は仕事の後も子どものお迎え、

夕食作りなど、家のことほとんど全てをやらねばならず、子育ては大きな負担です。

　インタビュー調査では、日本の出生率が低い理由についても尋ねました。「女性が仕事と子育てを両立す

るのが難しい」など、子育てがしにくい環境を挙げた人が多く、2人の子どもを育てる37歳の女性は「日本は

『人間ファースト』ではなく、『労働ファースト』です。 核家族 が誰の助けも借りずに子どもを2人育てるなん

て、ほとんど不可能です」と語っていました。

　――男性が女性と平等に育児の負担を担えるようにするには、どうしたらいいでしょうか。

　一つは、長時間労働を減らす 働き方改革 です。日本より出生率が高い欧州諸国は、おおむね日本より

労働時間が短い。日本生産性本部によると、21年の日本の時間当たり労働生産性は、OECDに加盟する

38カ国の中で27位です。生産性の観点から言っても、日本の長時間労働は効率がいいシステムとはいえま

せん。

　合計特殊出生率が日本より高い1.6の米国では、日本ほど充実した産休や育休の制度がありません。一

方で雇用の流動性が高いため、従業員は雇用主に対し、ほかの会社に移る可能性もちらつかせながら、

家庭生活とバランスの取れた働き方を求めて交渉することができます。「従業員の望みをかなえなければ、

ほかの会社に移られてしまうかもしれない」というプレッシャーが、雇用主に対応を促すのです。

　一方、日本の企業は 終身雇用 の慣行が残っています。雇用の流動性が低く、米国に比べると転職はそ

れほど一般的ではありません。米国のように「転職もありうる」と会社に迫りながら、長時間労働のない働き

方を求めて交渉するということは難しい。
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すべての男性に育児休暇義務づけを

　日本の雇用制度は個人の問題でなく、社会のシステムの問題なので、変革は容易ではありません。そこ

で私は、一つの過激な提案をしたいと思います。

　――過激な提案、ですか？

　長時間労働を減らすには、男性の育児参加への理解を日本社会全体に促す必要があります。そのため

に、私は全ての男性に、短期間であっても育児休暇の取得を義務づけることを提案したいと思います。

　――どうしてそう考えたのですか。

　12年のインタビュー調査に答えてくれた男性の中に、育休の義務化を提案した人がいました。そこで、19

～20年のインタビュー調査で育休の義務化に賛成か反対かを聞いたところ、大多数が賛成しました。

　賛成した人は、「育休取得が現状のように任意であれば、取得した時に職場で負のレッテルが貼られるお

それがある。取得が全員の義務になれば、そうした心配はなくなる」と説明してくれました。「日本人はどうし

ても横を見て動く。上からの圧力がないと変わりません」と言っていた人もいました。

　日本では今、保育園の 待機児童 数をかつてに比べて大きく減らすことができています。育休の義務化

も、実現は不可能ではないと思います。

　私は、研究を通じて50年近く日本を見つめてきました。子育てしやすい社会を望む女性や、若い人たちの

意見がもっと聞き入れられる世の中になってほしいと願っています。（今さら聞けない世界）

　　　　　◇

　Mary　Brinton　ワシントン大で 修士号 （日本学、社会学）、博士号（社会学）取得後、シカゴ大やコーネル

大を経てハーバード大教授に就任。近著に「縛られる日本人　人口減少をもたらす『規範』を打ち破れるか」

（ 中公新書 ）がある。（聞き手・佐藤達弥）

朝 日 新 聞 デ ジ タル に掲 載 の 記 事 ・ 写 真 の 無 断 転 載 を禁 じま す 。 す べ て の 内 容 は 日 本 の 著 作 権 法 並 び に国 際 条 約 により 保 護

され て いま す 。
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